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都道府県

指定都市 障害保健福祉主管部（局）長 殿
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厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長

（ 公 印 省 略 ）

障害者支援施設等における利用者の安全確保及び非常災害時の体制整備の強化・徹底に

ついて

８月３１日に、岩手県下閉伊郡岩泉町の認知症高齢者グループホームにおいて、台風

第１０号に伴う暴風及び豪雨による災害発生により多数の利用者が亡くなるという痛ま

しい被害がありました。

障害者支援施設等においても、介護保険施設等同様、自力避難困難な方も多く利用

されていることから、利用者の安全を確保するため、水害・土砂災害を含む各種災害に

備えた十分な対策を講じる必要があります。

これまでも「社会福祉施設における防災対策の再点検等について」（平成 10 年８月 31

日社援第 2153 号）等のほか、今回の被害を踏まえ発出した「社会福祉施設等における

非常災害対策及び入所者等の安全の確保について」（平成 28 年９月１日雇児総発

0901 第３号、社援基発 0901 第１号、障障発 0901 第１号、老高発 0901 第１号）の各通

知及び関係法令に基づき、障害者支援施設等の非常災害対策に万全を期するよう、

指導を行っていただいているところですが、今回の被害の状況を踏まえて特に留意すべ

き事項を下記のとおりまとめましたので、管内市町村及び貴管下障害者支援施設等へ

周知いただくとともに、都道府県等におかれては、水害・土砂災害を含む非常災害時の

計画の策定状況、避難訓練の実施状況（実施時期等）に関し、指導・助言いただき、そ

の結果について点検いただくようお願いいたします。

各



また、下記３に記載しているとおり、非常災害対策計画の策定状況や避難訓練の実

施状況については、別紙項目について年末時点の状況を調査する予定ですので、ご承

知おきください。

なお、本通知につきましては、内閣府や消防庁等関係省庁及び省内関係部局と協議

済みであることを申し添えます。

記

１ 情報の把握及び避難の判断について

障害者支援施設等の管理者を含む職員は、日頃から、気象情報等の情報把握に努めるとと

もに、市町村が発令する「避難準備情報」、「避難勧告」等の情報については、確実に把握し、利

用者の安全を確保するための行動をとるようにすること。

このため、災害時に市町村が発令する「避難準備情報」等を障害者支援施設等が入手する方

法について、停電等の場合も含め、予め所在市町村に確認すること。

また、「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」（平成 27年８月 19日付内閣府策

定）において、「避難準備情報」発令の段階で、災害時要配慮者は、避難の開始が求められるこ

とから、予め定めた避難場所へ避難するなど適切な行動をとる旨、避難計画に定め、発令された

際には適切に行動すること。「避難勧告」や「避難指示」においても、適切に行動すること。なお、

これらの実施に当たっては、内閣府が作成した別添１「水害や土砂災害から命を守るため

に！～社会福祉施設など災害時要配慮者利用施設の管理者の皆様へ～」も参照すること。

特に、近年、「想定外」の大規模な災害が発生することも多いことから、過去の経験のみに頼る

ことなく、利用者の安全を確保するために必要な対応を最優先に検討し、早め早めの対応を講じ

ること。

「避難準備情報」等に基づき、職員に求められる行動に関しては、別添２「今後の水害等に備

えた警戒避難体制の確保について（周知依頼）」（平成 28 年９月２日付事務連絡（厚生労働省雇

用均等・児童家庭局総務課、社会・援護局福祉基盤課、社会・援護局障害保健福祉部障害福祉

課、老健局高齢者支援課）を参照願いたい。

２ 非常災害対策計画の策定及び避難訓練について

障害者支援施設等は、非常災害に関する具体的な計画（以下「非常災害対策計画」とい

う。）を定めることとされているが、この計画では、火災に対処するための計画のみではな

く、火災、水害・土砂災害、地震等に対処するための計画を定めることを想定しており、

必ずしも災害ごとに別の計画として策定する必要はないが、水害・土砂災害、地震等地域



の実情にも鑑みた災害にも対処できるものとすること。

非常災害対策計画に盛り込む項目としては、以下の例が考えられる。非常災害対策計画

は、実際に災害が起こった際にも利用者の安全が確保できる実効性のあるものとすること

が重要であり、別添３の資料も参考としながら、各障害者支援施設等の状況や地域の実情

を踏まえた内容とすること。

【具体的な項目例】

・障害者支援施設等の立地条件（地形 等）

・災害に関する情報の入手方法（「避難準備情報」等の情報の入手方法の確認等）

・災害時の連絡先及び通信手段の確認（自治体、家族、職員 等）

・避難を開始する時期、判断基準（「避難準備情報発令」時 等）

・避難場所（市町村が指定する避難場所、施設内の安全なスペース 等）

・避難経路（避難場所までのルート（複数）、所要時間 等）

・避難方法（利用者ごとの避難方法（車いす、徒歩等） 等）

・災害時の人員体制、指揮系統（災害時の参集方法、役割分担、避難に必要な職員数 等）

・関係機関との連携体制 等

また、非常災害対策計画の内容を職員間で十分共有するとともに、関係機関と避難場所

や災害時の連絡体制等必要な事項について認識を共有すること。

さらに、避難訓練を実施し、非常災害対策計画の内容を検証し、見直しを行うこと。そ

の際には、夜間の時間帯にも実施するなど、混乱が想定される状況にも対応できるよう、

訓練を実施すること。

非常災害対策計画の策定過程においても、災害に関する情報の入手方法や避難場所等必

要な情報が施設内で共有されていない場合には、速やかに共有しながら、策定を進めるこ

と。また、非常災害対策計画の策定に際しては、地域の関係者と連携及び協力すること。

上記に記載した留意事項は、今般の事案の課題を踏まえたものであるが、既に発出され

ている通知等も踏まえて障害者支援施設等における非常災害対策を講じること。

非常災害対策計画策定の参考となる資料として別添３の資料を添付するので、併せて参

考とすること。

３ 点検及び指導・助言について

都道府県等は、上記１、２に記載した留意事項を踏まえ、障害者支援施設等における水



害・土砂災害を含む非常災害対策計画の策定状況及び避難訓練の実施状況について点検し、

水害・土砂災害を含む非常災害対策計画が策定されていない場合、策定されているが項目

等が不十分である場合については、速やかに改善し、遅くとも年内までに改善されるよう、

指導・助言を行うこと。

また、避難訓練についても水害・土砂災害を含む避難訓練を実施できていない場合には、

速やかに実施し、遅くとも避難訓練実施の予定を年内までに立てるように指導・助言を行

うこと。

別紙の３の対象施設における別紙の１、２に記載した項目について、今年末時点の状況

を都道府県等において把握及び報告をお願いすることとなる。

なお、別紙の項目については、今後、状況により変更する可能性があることを予めご承

知おき願いたい。

【参考となる資料】

（別添１）「水害や土砂災害から命を守るために！～社会福祉施設など災害時要配慮者利用

施設の管理者の皆様へ～」（内閣府作成）

（別添２）「今後の水害等に備えた警戒避難体制の確保について（周知依頼）」（平成 28 年９月２

日付事務連絡（厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課、社会・援護局福祉基盤課、

社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課、老健局高齢者支援課）

（別添３）「指定障害福祉サービス事業者等のための『非常災害対策計画』作成の手引き」（平成

２６年３月愛知県健康福祉部障害福祉課）

http://www.pref.aichi.jp/shogai/05jigyousha/shitei/index.html



（別紙）

調査項目案（予定）

１ 非常災害対策計画

① 水害・土砂災害を含む非常災害対策が策定されているか。

② ①で策定されている非常災害対策計画に以下の項目がそれぞれ含まれているか。

・障害者支援施設等の立地条件

・災害に関する情報の入手方法

・災害時の連絡先及び通信手段の確認

・避難を開始する時期、判断基準

・避難場所

・避難経路

・避難方法

・災害時の人員体制、指揮系統

・関係機関との連携体制

２ 避難訓練

① 平成 28 年に水害・土砂災害の場合を含む避難訓練が実施されたか。

② されていない場合、実施予定時期はいつか。

３ 対象施設等

・障害者支援施設 ・療養介護事業所 ・生活介護事業所 ・短期入所事業所 ・自立

訓練事業所 ・就労移行支援事業所 ・就労継続支援事業所 ・共同生活援助事業所 ・

障害児入所施設 ・児童発達支援事業所 ・医療型児童発達支援事業所 ・放課後等デ

イサービス事業所 ・児童発達支援センター

※上記項目は厚生労働省において調査する予定の項目を示したものであり、非常災害対策

として上記項目のみを実施すれば足りるというものではない。

※上記項目については、現時点で予定している項目であり、今後、項目の追加・変更等が

ありうる。



●●市から発令される避難情報には、以下のものがあります※３。

社会福祉施設などでは、自力避難が困難な方も多く利用されており、避難に時間を要
することから、「避難準備情報」が発令されたら、避難を開始してください※４。

●●市が作成しているハザードマップや地域防災計画を見て、河川が氾濫した場合
には何ｍ浸水してしまうのか、土砂災害が起こりやすい場所ではないか等、施設の
立地場所には、どのような危険があるのか確認しましょう。

●●市が指定している避難場所※１を確認し、そこまでの経路や移動手段について計
画しておきましょう。

ホームページ等で危険性や避難場所の
確認ができない場合は、●●●まで
お問い合わせください。（裏面）

例えば、以下のような状況も考えられることから、緊急的な対応について、事前に考え
ておきましょう。

例１：大雨等により、避難場所までの移動が危険と思われる場合は、近くのより安全と
思われる建物（最上階が浸水しない建物、川沿いでない建物等）に移動しましょう。

例２：外出すら危険と思われる場合は、施設内のより安全と思われる部屋（上層階の部
屋、山からできるだけ離れた部屋）に移動しましょう。

水害や土砂災害から命を守るために！
～社会福祉施設など災害時要配慮者利用施設の管理者の皆様へ～

避難準備情報 避難勧告 避難指示

●●市から発令される避難情報※２について確認しましょう。

施設の立地場所には、どのような危険があるのか確認しましょう。

もしもの時に備えて考えておきましょう。

～●●市からのお知らせです～

※１ 災害種別ごとに異なりますので、ご注意ください。

※２ 避難情報の入手方法については、裏面をご確認ください。

避難勧告や避難指示を発令すること
が予想される場合

災害による被害が予想され、人的被害が
発生する可能性が高まった場合

災害が発生するなど状況がさらに悪化し、
人的被害の危険性が非常に高まった場合

※３ 必ずしも、この順番で発令されるとは限らないので、ご注意ください。

※４ 「避難準備情報」等が発令されていなくても、身の危険を感じる場合
は避難を開始してください。
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●●市の防災ウェブサイト
http://www.●●●●●●
●●市内の防災情報について掲載しています。
なお、電子メールによる防災情報の配信サービスも行って
おりますので、この機会にご登録ください。

＜登録方法＞

防災無線や広報車等
防災無線や広報車等を使用し、情報をお伝えしています。

避難に関する防災情報の入手方法について

【お問い合わせ先】 ●●市役所 ●●課 ●●係 電話：●●●－●●●－●●●
（●●県庁 ●●課 ●●係 電話：●●●－●●●－●●●）

●●市からの防災情報

その他の機関からの防災情報

●●県の防災ウェブサイト
http://www.●●●●●●
●●県内の防災情報について掲載しています。

気象庁ホームページ
http://www.jma.go.jp
警報・注意報、台風情報、解析雨量など、気象庁が発表して
いる防災気象情報を掲載しています。

国土交通省防災情報提供センター
http://www.mlit.go.jp/saigai/bosaijoho/
警報・注意報、気象情報、河川情報、降水ナウキャスト等を
掲載しています。

テレビ
ニュースや天気予報番組だけでなく、データ放送では、気象
情報や防災情報について常時放送しております。



事 務 連 絡 

平成 28 年９月２日 

 

 

都道府県  
 

  各 指定都市 民生主管部局 御中 
 

    中 核 市 

 

厚 生 労働省雇用均等 ・児童家庭局総 務 課 
 

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 福 祉 基 盤 課 
 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 
 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

 

 

今後の水害等に備えた警戒避難体制の確保について（周知依頼） 

 

 平素より、社会福祉の推進につき、ご理解とご協力を賜り、感謝申し上げます。 

 今般、台風第 10 号に伴う暴風雨等による災害により、岩手県下閉伊郡岩泉町の認知症高

齢者グループホームにおいて多数の入居者が亡くなるなど、各地で甚大な被害が発生して

います。 

 こうした状況を受け、内閣府及び消防庁においては、今後も台風の上陸が予想されると

ともに、これに伴い水害・土砂災害の発生のおそれがあることから、本日付けで、別添の

とおり、「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」の内容について、改めて

周知を図るとともに、避難準備情報が発令された場合には、災害時要配慮者の立ち退き避

難を求めるなど、特に徹底すべき事項に関して、各都道府県防災担当主幹部局長あて事務

連絡がなされたところです。 

 貴課におかれましても、当該事務連絡の内容について十分に御了知いただくとともに、

管内市町村及び社会福祉施設等に対する周知を図るほか、災害発生の危険性が高まった場

合には、各社会福祉施設等において適切な対応がとられるよう、積極的な情報提供・助言

をお願いいたします。 
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指定障害福祉サービス事業者等のための 

「非常災害対策計画」 

作成の手引き 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年３月 

愛知県健康福祉部障害福祉課 
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はじめに 

 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関

する法律（平成 23 年法律第 105 号）の公布により、従来、厚生労働省令等で定められて

いた指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を、都道府県、

政令指定都市及び中核市において条例で定めることとなったため、愛知県においては、

「指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例」（条

例第７２号）及び「指定通所支援の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例」（条例第７１号）を制定しました。 

この条例では、指定障害福祉サービス事業者等が、非常災害対策として、震災、風水

害、火災その他の非常災害時に利用者の安全を確保するために講ずべき必要な措置に関

する具体的な計画（以下「非常災害対策計画」という。）を立てることと、当該計画等

の内容を従業者に周知させるとともに、定期的に避難訓練、救出訓練その他の必要な訓

練を行うこと等を義務付けています。 

本書は、事業者の皆さんが、来る災害に備え、あらかじめ組織内で検討しておきたい

事項、講じておきたい対策等を例示し、非常災害対策計画の作成に役立てていただくこ

とを目的にとりまとめたものです。 

 なお、本書は、住居系及び入所系の事業所・施設を念頭にとりまとめておりますが、

通所系の事業所においても、本書の内容に準じて非常災害対策計画を作成してください。 
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１ 「非常災害対策計画」作成の留意点 

（１） 「非常災害対策計画」とは 

「非常災害対策計画」は、災害発生時における職員の役割分担や基本行動等に

ついて、あらかじめ定めておくものです。実際に災害が発生した場合に役に立つ

ものでなければならず、その内容を職員が十分に理解していなければなりません。 

なお、既に消防法による「消防計画」が作成されている場合には、既存の消防

計画の中で「非常災害対策計画」を別に定めることを明記しておくなど、両者の

整合性を図ることが必要です。 
また、福祉避難所の指定をされている事業所・施設については、福祉避難所と

して果たす役割があることから、「非常災害対策計画」を作成するにあたって、

調整を行ってください。 

（２） 想定する災害 

災害には、地震、津波、風水害等の自然災害や、火災、ガス爆発等の人的災害

等様々なものがあります。「非常災害対策計画」は、事業所・施設の設置場所の

地形、天候及び環境等に起因して生じる災害を想定したうえで、それらの対策に

ついて定めてください。 

 

 

 

 

（３） 人命の安全 

「非常災害対策計画」を作成する目的は、第一に人命を守ることにあります。

「非常災害対策計画」の作成に当たっては、人命を守ることを最優先とし、職員

が適切に行動できるよう作成してください。 

（４） 内容の簡潔化、明確化 

「非常災害対策計画」は、作成の目的や行動の方針を明確にし、簡潔、明瞭な

文章で作成してください。 

緊急時に使用することから、「箇条書きにする」、「図表を用いる」等の工夫を

し、シンプルかつ具体的なものとしてください。 

（５） 入居者等の心身の状況の把握 

各事業所・施設においては、障害者の障害種別や障害特性に応じた支援に必要

な配慮や心身の状況等を把握するとともに、その状況に合わせた適切な情報伝達

や避難方法等を定めてください。 
（６） 防災計画の不断の見直し 

防災計画は、防災訓練の結果や他の地域での災害時の状況を踏まえて、常に、

点検や見直しを行い、最新のものとしてください。 

例：《災害の種類》 ・火災 ・地震 ・大雨 ・津波 ・高潮 ・洪水 
・土石流 等  
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２ 災害時における組織体制 

災害時には迅速な対応が必要であることから、事業所・施設の規模や形態、利用

者の心身の状況に応じた職員の役割分担を事前に検討しておくことが重要です。 

また、災害発生時における班別、職員別の役割分担（Ｐ3：参考様式２）を明確に

し、可能な限り具体的な任務内容を定め、職員に周知してください。 

（１） 命令、指揮系統の整備 

命令は、総括責任者を定め、命令権限を一元化し、班単位のリーダーを定めた

うえで指揮系統を整備してください。 

総括責任者や班単位のリーダーが不在の時に災害が発生することもあるので、

その代行者（第２、第３候補も含めて）を定め、命令、指揮が円滑に行われる体

制を整備してください。 

（２） 職員が少数時の対応の検討と職員の参集 

災害の発生は時間帯を選ばないため、職員が少ない時間帯に災害が発生する場

合の対応も考えられます。職員一人当たりの負担も増えるため、この場合におけ

る役割分担や担当内容について十分検討し、体制を整備してください。 

特に、住居系及び入所系の事業所・施設では休日や夜間の職員の配置が少なく

なるため、職員の参集基準（Ｐ2：参考様式１）を定めて勤務していない職員の

参集を徹底するとともに、町内会や地元の自主防災組織、近隣のボランティアの

協力も視野に入れ、対応を検討してください。 

 

職員参集基準の記載例（参考様式１） 

配備体制 配備基準 対象職員 

注意配備体制 ①地域に大雨、風雪、高潮、洪水注意報が１以

上発表されたとき 

②県下に震度３の地震が発生したとき 

③県下に津波注意報が発表されたとき 

・総括責任者は自宅で待機し、常に

出勤できるようにすること 

 

警戒配備体制 ①地域に大雨、暴風、暴風雪、高潮、洪水警報

が１以上発表されたとき 

②県下に震度４又は震度５弱の地震が発生し

たとき 

③県下に津波警報が発表されたとき 

・総括責任者及び○○班の班長は施

設へ出勤すること 

 

災害対策本部体制 ①地域に相当規模の災害の発生が予測され、そ

の対策を要するとき 

②地域に災害が発生し、その規模及び範囲等か

ら早急な対策を要するとき 

③県下に震度５強以上の地震が発生したとき 

④県下に津波災害が発生し、又は津波災害の発

生するおそれがあるとき 

⑤その他、総括責任者が必要と認めるとき 

・総括責任者及び○○班の班長は施

設に出勤すること 

・その他の職員は、家族等の安全が

確保され次第出勤すること 

 

    ※あくまでも記載例ですので、各事業所・施設の状況に応じて検討の上作成してください。 
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役割分担表の記載例（参考様式２） 

総括責任者 班 班長 班員 任務 

○○○○ 

情報収集・

連絡担当 

△△△△ ×××× 

▽▽▽▽ 

気象・災害の情報収集 

職員への連絡、職員・職員家族の安否確認 

関係機関との連絡・調整 

利用者家族への連絡 

地域住民やボランティア団体、近隣の社会福祉施設

への救援の要請と活動内容の調整 

避難状況のとりまとめ 

救護班 

×××× ○○○○ 

□□□□ 

負傷者の救出 

負傷者への応急処置 

負傷者の病院移送 

安全対策班 

▽▽▽▽ ▽▽▽▽ 

○○○○ 

利用者の安全確認 

施設、設備の被害状況確認 

利用者への状況説明 

利用者の避難誘導 

利用者の家族への引渡し 

火の元の確認、初期消火 

物資班 
□□□□ □□□□ 

×××× 

食料、飲料水ほか備品の管理、払出し 

備蓄品の補給（販売店への発注） 

  ※あくまでも記載例ですので、各事業所・施設で検討の上作成してください。 
 
（３） 救護用利用者一覧の作成 

避難や支援が必要になった場合、救護を要する利用者に関する情報が必要にな

る場合があります。 

緊急時に県や市町の災害対策本部等へ提供できるよう、日頃から救護用利用者

一覧（Ｐ3：参考様式３）を準備してください。 

作成した一覧は電子データ及び印字された用紙で管理するとともに、同時に被

災しないと考えられる数箇所に保管してください。ただし、平常時においては個

人情報保護の観点から、管理には十分注意してください。 

また、津波等発生時には、コンピューター等が使用不能となることも想定され

ることから、利用者のデータを常に最新のものとし、バックアップを日頃から行

うとともに、外部保存についても検討しておきましょう。 
      救護用利用者一覧の記載例（参考様式３） 

 
 
 
 
 
 

氏名 生年月日 内服薬 障害

区分 
障害程

度区分 
連絡者氏名 
（続柄） 

連絡先１ 
連絡先２ 注意事項 

○○○○ 昭和○年○月○日 ○○○○ 身体 ３ △△△△ 
（母） 

090-0000-0000 
0561-00-0000 
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３ 緊急連絡網 

災害発生時には、職員間及び外部への連絡が重要となります。 

特に、住居系及び入所系の事業所・施設については、勤務時間外に災害が発生し

た場合、速やかに職員を招集しなければなりません。職員間の連絡や職員の招集が

速やかに行えるよう、夜間等職員が少ない時間に対応できる連絡体制を整備してく

ださい。 

また、電話、メール等の通常の連絡手段が通じない場合に備えて、緊急時の連絡

方法を検討してください。 

（１） 職員間や関係者との連絡体制の整備 

災害に備えて、職員間の緊急連絡網（Ｐ4：参考様式４）や緊急連絡系統図（Ｐ

5：参考様式５）を作成し、各職員が携帯するほか、同時に被災しないと考えら

れる数箇所に保管してください。 

また、県や市町の防災担当課、障害福祉担当課等と連絡が取り合えるよう関係

防災情報一覧表（Ｐ5：参考様式６）を作成し、関係機関との連絡体制を整備し

てください。 

なお、速やかに連絡が取れるよう事業所・施設内の分かりやすい場所への掲示

を検討してください。 

【関係機関等の例】 

町内会、ボランティア団体、家族、県市町担当課、消防署、警察、協力医療

機関、嘱託医、設備の管理委託業者、給食業者等 

（２） 利用者の安否確認の方法の検討【住居系及び入所系の事業所・施設】 

利用者が事業所・施設外にいる時の安否確認について、外出の目的に応じて、

事業所と利用者、又は事業所と利用者の家族との間でどのような方法で確認をと

りあうかを事前に決めておいてください。 

（３） 利用者家族との連絡体制の確立 

利用者の引き取り方法をあらかじめ家族との間で協議し、引き取りに関する情

報を台帳として整備してください。 

 
 
 
 
 
  緊急連絡網の記載例（参考様式４） 

役職名 氏名 住所 自宅電話 メールアドレス 携帯電話 通勤時間 

管理者 ○○○○ ○○市○町 1-2-2 0561-00-0000 0000@aichi.jp 090-0000-0000 車 5 分 

サービス管

理責任者 
△△△△ ○○市○○町 3-2 0561-00-0000 0000@aichi.jp 090-0000-0000 徒歩 10 分 

世話人 ×××× ○○市○町○○3 0561-00-0000 0000@aichi.jp 090-0000-0000 自転車 5 分 

生活支援員 ▽▽▽▽ ○○市○○町 22 052-000-0000 0000@aichi.jp 090-0000-0000 車 10 分 

 
緊急連絡系統図の記載例（参考様式５） 

交通や通信の途絶に伴い、職員や利用者の家族と連絡が取れない事態も想定されま

す。「災害用伝言ダイヤル（１７１）」や携帯電話の「災害用伝言板」の利用など、

連絡方法を事前に定めておきます。 
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関係防災情報一覧表の記載例（参考様式６） 

情  報 機関 機関名 電話番号  

行政情報 

消防 
○○消防署 

○○出張所 

０００－０００－００００ 

０００－０００－００００ 

警察 
○○警察署 

○○派出所 

０００－０００－００００ 

０００－０００－００００ 

市 （町村） 
○○市役所 

○○市区役所 

０００－０００－００００ 

０００－０００－００００ 

県 
愛知県防災局災害対策課 

愛知県健康福祉部障害福祉課 

０５２－９５４－６１９３ 

０５２－９５４－６３１７ 

ライフライン 

電気 ○○電力○○営業所 ０００－０００－００００ 

ガス 
○○ガス○○営業所 

 
０００－０００－００００ 

水道 ○○市水道局 ０００－０００－００００ 

電話 ＮＴＴ○○支店 ０００－０００－００００ 

救護関係 

医療機関 ○○病院 ０００－０００－００００ 
 

協力医療機関 ○○診療所 ０００－０００－００００ 

自治会 ○○地域会 ０００－０００－００００ 

日常取引先 

給食関係 ○○給食センター ０００－０００－００００ 

設備関係 ○○○メンテナンス ０００－０００－００００ 

 
 

理事長 
自）052-000-0000 
携）090-0000-0000 

△△△△ 
自）0561-00-0000 
携）090-0000-0000 

○○○○ 
自）052-000-0000 
携）090-0000-0000 

×××× 
自）0561-00-0000 
携）090-0000-0000 

○○○○ 
自）052-000-0000 
携）090-0000-0000 

管理者 
自）0561-00-0000 
携）090-0000-0000 

△△△△ 
自）0561-00-0000 
携）090-0000-0000 

×××× 
自）0561-00-0000 
携）090-0000-0000 

×××× 
自）052-000-0000 
携）090-0000-0000 

○○○○ 
自）0561-00-0000 
携）090-0000-0000 

△△△△ 
自）0562-000-0000 
携）090-0000-0000 
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４ 災害予防対策 

（１） 災害予防対策 

震災時における建築物の安全を図るため、必要に応じて専門家による耐震診断、

耐震改修を行ってください。 
また、机、ロッカー、書棚等は、地震による転倒、落下等の二次的被害を予防

するため、次表を参考に補強措置を講じてください。 
  なお、事業所・施設の建築施行図面は、万一の場合の復旧作業のためにも必要

なものですから、保管には十分な注意が必要です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２） 持ち出し品の準備 

避難先での生活に備え、災害時・避難時持ち出し袋を用意しておくことが重要

です。特に、通常の避難所で準備することが困難な紙おむつ、柔らかい食料、常

備薬は必需品です。 

したがって、利用者の特性なども踏まえ、あらかじめ何を用意しておくか、十

分に検討しておく必要があります。 

また、いざという時に利用者へ応急処置等を施す際には、傷病記録や血液型、

服薬状況といった情報があると、スムーズに対応が可能です。救護用利用者一覧

（Ｐ3：参考様式３）について、いつでも持ち出せるよう準備してください。 
 

【持ち出し品の例】 

救護用入居者等一覧、ケース記録、診療録、緊急時連絡・引き渡しカード、

多機能ラジオライト、手動式ライト、サバイバルブランケット、紙おむつ、

ウェットティッシュ、ナプキン、災害用トイレ（給水凝固剤）、万能はさみ、

救急箱、常備薬、非常食等 

 
 
 
 

 【参考例】 

・施設内の書棚やロッカー等の転倒防止対策として、柱・壁などに固定する。（柱・

壁等に固定をしないで、書棚等を連結固定することは危険であるから行わない）

  ・照明器具、機器類の振動防止、落下防止対策を実施する。 
  ・観音開き扉は、地震等により開かないように措置する。 
  ・抽出式のロッカー・キャビネットは、不要時はロックしておく。 
  ・電話線等のコード類は、床面・通路に露出させない。 
  ・ガラスには飛散防止フィルムを貼付する。 
  ・事務室は整理整頓に努め、不要な物品を置かない。 
  ・火気使用設備等の本体や燃料容器の転倒防止策を講じる。 
  ・火気使用設備等の周辺は不燃材料にするとともに、可燃物を置かない。 
  ・危険物施設等の点検と安全措置を定期的に実施する。 
  ・建物の耐震チェックや、消防用設備等の点検を実施する。 
 

 《持ち出し品の準備のポイント》 

・ 非常時持ち出し袋等にまとめて常備し、いつでも持ち出せるようにしましょう。

・ いざという時に取り出せない！ということがないように、見えやすく取り出し

やすい場所に置くことが必要です。 

・ 重すぎて持ち出せない、ということがないように注意しましょう。 
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（３） 必要な物資等の備蓄 

災害が発生した場合、交通が麻痺し、必需品の補給が受けられなかったり、ラ

イフライン（水道・電気・ガス）が停止するといった事態が予想されます。 

過去の大地震等の経験から、一般に外部からの救援活動が開始されるまでの時

間は最短でも３日間とされています。そこで、少なくとも、広域的な救援が到着

するまでの３日程度は事業所・施設運営が維持できる食料、水、紙おむつなどの

生活用品、応急医療薬品、燃料等の物資が必要となります。（Ｐ7：参考様式７） 

なお、通所系の事業所についても、災害時における利用者の帰宅困難に備えて、

これに準じて必要な物資等の備蓄に努めてください。 

 

備蓄品リストの記載例（参考様式７） 

※  いざという時に使いものにならないようでは備蓄の役を果しません。非常用持ち出しナップ

ザックを含め、定期的な点検と補充が必要です。 

 

５ 避難計画 

入居者等の生命を守るためには、安全・迅速な避難が重要です。そのためには、

あらかじめ避難場所、避難経路、避難手段等を設定し、職員と利用者がその認識を

共有してください。 
（１） 避難場所 

ア 災害の種類や規模、災害時の状況に応じ、建物内の構造や収容人数、立地条

件等についても考慮したうえで、あらかじめ避難場所を複数選定してください。 
イ 避難場所等の選定に当たっては、市町村が指定した避難所を確認するととも

に、沿岸部においては、津波を想定した高層階の建物若しくは高所での避難場

（食料・炊事用具） 
  ・飲料水       ・非常食    ・鍋           ・缶切り     ・食器 
 ・バケツ     ・ポリタンク    ・ビニール袋  ・カセットコンロ 

 

 （衣料） 
   ・毛布          ・ﾋﾞﾆｰﾙｼｰﾄ   ・タオル    ・軍手        ・下着 
 （生活用品） 
   ・懐中電灯      ・電池          ・ローソク    ・カイロ    ・ロープ 
   ・雑巾     ・ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ  ・ﾃｨｯｼｭﾍﾟｰﾊﾟｰ ・水のいらないシャンプー 
  ・紙おむつ 
 （救急器材） 
   ・救急医薬品    ・衛生器具（はさみ、ピンセット等） 
 ・衛生材料（ガーゼ、包帯等）  ・担架 
 （復旧機材） 
   ・大工道具セット・小型発電機    ・スコップ 
 （その他） 
   ・ラジオ        ・テント        ・リヤカー  ・携帯電話   ・ヘルメット 
  ・簡易トイレ  ・車椅子    ・乳母車 



8 
 

所等を複数確保してください。 
ウ 災害時の避難場所については、入所者の家族等にも周知してください。 

エ この他に送迎時や事業所・施設外活動時に被災した際の避難場所等について

も検討してください。 
 

（２） 避難経路 

ア 避難経路については、火災、道路の破損、河川の氾濫、橋の崩落や建物の倒

壊など不測の事態に備え、所定の避難場所までの複数の避難経路を設定してく

ださい。 

イ 避難場所までの徒歩・車両による所要時間・距離等を把握してください。 
ウ 避難誘導を安全に行えるように、避難経路上の危険箇所（土砂災害）につい

ても把握してください。 

エ 迅速な避難誘導を可能とするため、建物内の避難経路図（Ｐ8：参考様式８）

や避難場所までの防災マップを作成して、職員・利用者に対する周知徹底を図

ってください。（建物内の避難経路図には、消化器などの設備も記載しておき

ましょう） 

オ この他に送迎時や事業所・施設外活動時に被災した際の避難経路についても

検討してください。 
   

避難経路（建物内）の記載例（参考様式８） 

２階

便所

ＥＶ

作業・訓練室

作業・訓練室

多目的室会議室

消

消

１階

厨房

食堂

倉
庫

ＥＶ

玄関

作業・訓練室

便所事務室相談室静養室

消

消

消

消 消火器 避難経路  
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（３） 避難方法 

利用者の状態ごとに避難するための方法（ 自動車・徒歩・車いす・ストレッ

チャー） を分け、ゼッケン等で色分けをしておくと、避難を効率的に行うこと

ができます。 
 

例）福岡県「障害者福祉施設等防災計画策定のためのマニュアル」を参考に作成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

６ 防災訓練等の実施 

緊急時に安全かつ迅速な避難を実現するためには、日頃からの防災訓練等を通じ

て十分な対策を講じておくことが必要です。 
（１） 防災訓練 

火災、地震、津波、風水害等様々な災害の具体的な規模を想定して、防災訓練

を行うことが必要です。職員一人ひとりの役割分担を明確にし、職員と利用者が

安全に避難できる知識や能力を身につけられる実践的な訓練計画を作成し、実施

してください。訓練の実施に当たっては、次のア～オを参考にして取り組んで下

さい。 
ア 災害時における職員の役割分担及び緊急連絡網等について、職員に周知徹底

を図ること。 
イ 火災、地震、風水害等の様々な状況を想定した定期的な避難訓練、消火訓練

その他の必要な訓練を行うこと。 
ウ 事業所・施設外の安全が確保できる待避場所を予め決めるとともに、自動車

での避難が可能である場合と、徒歩である場合とで、それぞれの所要時間を計

避難の開始 

グループ化 

青 
移動可（歩行可） 

黄 
移動可（歩行不可） 

赤 
移動不可（全介助） 

徒  歩 車椅子 
ストレッチャー 

自 動 車 

避 難 場 所 
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測しておき、時間内に迅速に避難ができるかどうか検証する避難訓練も可能な

限り実施すること。 
なお、火災発生時の避難時間の計測については、全国消防長会の平成 21 年

10 月 27 日付け事務連絡「「小規模社会福祉施設における避難誘導体制の確保」

について」の別表「避難目標時間の設定」を参考にして下さい。 

 

 

避難目標時間の設定 
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【避難目標時間の設定例】 

例１）グループホームにおいて、建物内の居室等内装について不燃・難燃材

の仕上げと、建物について防火壁、不燃壁及び防火戸等を施していない

場合 

→・ 「火災室の状況」の「内装制限の状況」は「なし」に該当するた

め、「基準時間」は２分。 

・ 「建物全体の状況」の「火災室からの区画形成」は「その他の区

画」に該当し、「延長時間」は１分。 

・ 避難目標時間の合計は３分。（「火災室の状況」(基準時間)２分

＋「建物全体の状況」(延長時間）１分） 

例２）建物の状況が上記例１と同じ条件のもと、利用者が利用する布団や布

張りのソファ等の全てが防炎性能を有する物を使用しており、かつ床面

積が290㎡であり、天井の高さが2.5mである場合 

   →○「火災室の状況」(基準時間） 

・ 「内装制限の状況」は「なし」に該当……２分 

・ 「寝具・布張り家具の防炎性能の確保」に該当……１分の加算 

・ 合計……３分 

○「建物全体の状況」(延長時間） 

・ 「火災室からの区画形成」は「その他の区画」に該当……１分 

・ 「床面積290㎡×(2.5 m－1.8m)」の算式から「203㎥≧200㎥」と

なる……１分の加算 

・ 合計……２分 

○「避難目標時間」の総計……５分 （「火災室の状況」(基準時間）

３分＋「建物全体の状況」(延長時間）２分） 

エ 住居系及び入所系の事業所・施設については、職員が少ない夜間の時間帯で

の対応を想定した訓練を実施すること。 

オ 住居系のグループホームにおいて、平成26年4月以降、外部サービス利用型

により介護サービスを行う事業所については、外部の派遣職員も含めた対応

について予め検討しておくこと。 

カ 避難訓練の実施にあたっては、災害時に事業所・施設外からの応援活動が円

滑に進むように、事業所・施設関係者だけでなく、近隣住民や消防団等にも

参加を促して実施することが望ましい。 

（２） 防災教育の実施 

入居者等の生命を守り、被害を最小限にくいとめるためには、個々の職員が防

災に対する知識をもち、実践的な訓練や研修等により、自らの対応力や防災教育

に関する指導力を高めることが必要です。 

次のとおり、普段から職員の意識向上に積極的に取り組んで下さい。 

ア 防災に関する研修会等への参加 

イ 事業所・施設内での研修の実施 

ウ ＡＥＤを含む心肺蘇生法等の応急手当に関する研修への参加 
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７ 地域の関係機関や住民等との協力体制 

災害発生時には、様々な支援が必要となるため、市町や消防機関、近隣の病院、

診療所、社会福祉施設等と連携をとり、いざという時に協力が得られる体制を構築

しておくことが必要です。 

特に住居系及び入所系の事業所・施設において、職員だけで速やかに避難誘導す

ることは非常に困難が伴うことを、理解してもらうことが重要です。 

また、安全で確実な入居者等の避難につなげるためにも、以下のような活動を通

し、日頃から地域住民に事業所・施設の存在を知っていただくことが重要です。 

（１） 地域防災訓練への参加 

地域とのコミュニケーションを図り、また災害発生時の連携を検討するために

も、地域の防災訓練には積極的に参加しましょう。 

（２） 地域への協力要請 

地域との災害時協力関係の確立のため、事業所・施設と近隣のボランティアや

地域の自主防災組織、町内会の間で、災害時の支援の提供について承諾を得られ

るように、日頃から相談しましょう。 

地域が独自に避難計画や消防計画を作っている場合は、計画の中に事業所・施

設を組み入れてもらい、避難や消防活動に協力してもらえるようにすることが有

効です。 

また、付近の企業や学校とも連携を図れるようにしておくことも重要です。 

さらに、災害により事業所・施設が使用不能となった場合に備え、市町に受入

れ先のあっせんを依頼する等、他の事業所・施設との受入れに関する協定の締結

等を検討することも重要です。 

（３） 地域の行事への積極的参加 

地域における行事へ積極的に参加し、また、事業所・施設における行事に地域

の方々を招待する等、地域の方々との交流や情報交換に努め、事業所・施設に対

する理解を深めていただくよう努めましょう。 

（４） 地域の安心拠点 

事業所・施設が、使用できる場合は、社会福祉施設等の使命として、地域の安

心拠点として救援活動を行うよう努めましょう。 

 

 



13 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
既存の戸建て住宅を障害者グループホームとして活用する場合の緩和策の実施について 

 
平成２６年４月１日から、既存の戸建て住宅を活用してグループホームを設置するにあたっ

ては、充分な防火・避難対策を講ずる場合は、建築基準法上、防火間仕切り壁の設置等の規定

は適用されず、また、用途変更の手続きを要しないこととする緩和策を実施します。 

したがって、既存の戸建て住宅を活用してグループホームを設置を希望する事業者は、指定

申請書や変更届出書を提出する前に、愛知県障害福祉課に事前相談を行ってください。 

詳しくは、「愛知県既存の戸建て住宅を障害者グループホームとして活用する場合の取扱要

綱」及び「愛知県既存の戸建て住宅を障害者グループホームとして活用する場合の事務取扱」

をご確認下さい。 

なお、当該要綱に則って、グループホームの設置を希望する事業者は、当該要綱の「取扱基

準」に適合する「非常災害対策計画」を作成しなければならないことに留意してください。 

 

○「取扱要綱」別表２ 

既存の戸建て住宅を障害者グループホームとして活用する場合の安全確保策 

（１）避難訓練の実施 

  消防法の基準上必要な訓練以外にも、以下の訓練も実施すること。 

①  年３回以上避難訓練を実施すること。その内、年１回以上は、昼間だけでなく、夜間の

避難訓練も実施すること。 

② 非常勤職員（外部サービスを利用する場合の派遣職員も含む）も避難訓練に参加するとと

もに、全ての非常勤夜間従事者も避難訓練に参加すること。 

③ １階の就寝室(利用者の居室)から玄関以外の掃き出し窓等を通じて避難する訓練も可能

な限り実施すること。 

④ 火災、地震等の様々な状況に対応した避難訓練も実施すること。 

なお、火災を想定した避難訓練の実施に当たっては、初期消火の訓練や消火器の使用方法

の確認なども取り入れること。 

⑤ 避難目標時間内に迅速に避難できるかどうか検証する避難訓練を実施すること。 

⑥ グループホーム外の安全が確保できる待避場所を予め確保し、実際に避難訓練時に待避場

所で待避させる訓練を実施すること。また、待避場所までの避難ルートをグループホーム内

に掲示しておくこと。 

⑦ 市町村や関係機関、地域住民が参加する等の避難訓練を年１回以上実施するよう努めるこ

と。 

⑧ 避難訓練の実施に当たっては、利用者も全員参加すること。 

なお、自力避難困難者についても、可能な限り訓練に参加することを原則とするが、訓練

に参加することが困難な者や訓練当日の利用者の体調等によっては、職員が代役を行う等の

方法を取り入れること。 

（２）非常災害時の連絡体制  

① 緊急時に職員、入居者が迅速に対応できるよう、予め関係機関への通報・連絡や、緊急連

絡などの体制を具体的（関係機関名、連絡先名や電話番号等）に整備すること。 

② 上記について一覧表を作成し、事業所内の目立つ場所に掲示すること。 

 
 

参 考 
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（３）出火防止対策 

就寝室(利用者の居室)は、禁煙及びろうそく等の裸火の使用を禁止とすること。また、台

所や居間、食堂については、世話人や支援員等の事業所職員の管理の下で火気の使用を行う

こと。 

（４）夜間支援従事者等の配置 

夜間に火災等が発生した場合に迅速に対応できるよう、夜間支援従事者や宿直者等を配置

すること。夜間支援従事者や宿直者等が配置されない場合は、自動火災報知設備及び消防機

関へ通報する火災報知設備を設置すること。 

（５）障害特性に応じた配慮 

就寝室(利用者の居室)を割り当てる際は、個々の障害の状態に配慮するよう努めること。

特に、火災の際に逃げ遅れることがないよう、身体等の状態によって、例えば１階部分の就

寝室(利用者の居室)や玄関付近の就寝室(利用者の居室)を割り当てる等の配慮に努めるこ

と。 
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【参考】「非常災害対策計画」作成例 

１ 災害時における組織体制 

（１） 命令、指揮系統 

・総括責任者:○○○○（不在時の代行者：○○○○） 

・○○班班長：○○○○（不在時の代行者：○○○○） 

・○○班班長：○○○○（不在時の代行者：○○○○） 

・○○班班長：○○○○（不在時の代行者：○○○○） 

 

役割分担表（参考様式２） 

総括責任者 班 班長 班員 任務 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 
   

 

 

（２） 職員の参集 

職員参集基準（参考様式１） 

配備体制 配備基準 対象職員 
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（３） 救護用入居者等一覧 

・救護用入居者等一覧の管理・作成責任者：○○○○ 

・保管場所： 

 

      救護用利用者一覧（参考様式３） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏名 生年月日 内服薬 障害

区分 
障害程

度区分 
連絡者氏名 
（続柄） 

連絡先１ 
連絡先２ 注意事項 
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２ 緊急連絡網 

（１） 職員間の緊急連絡網 

緊急連絡網（参考様式４） 

役職名 氏名 住所 自宅電話 メールアドレス 携帯電話 通勤時間 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 

 

 

（２） 職員間の緊急連絡系統図 

緊急連絡系統図（参考様式５） 

       
      
      
       
       
       
       
       
       
      

 

 
自） 
携） 

 
自） 
携） 

 
自） 
携） 

 
自） 
携） 

 
自） 
携） 

 
自） 
携） 

 
自） 
携） 

 
自） 
携） 

 
自） 
携） 

 
自） 
携） 

 
自） 
携） 
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（３） 関係機関との連絡体制 

関係防災情報一覧表（参考様式６） 

情  報 機関 機関名 電話番号  
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３ 災害予防対策 

（１） 災害予防対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２） 持ち出し品の準備 

 

 

 

 

 

 

 
（３） 必要な物資等の備蓄 

    備蓄品リスト（参考様式７） 

（食料・炊事用具） 

  

 

 

 （衣料） 

   

 （生活用品） 

   

 
 （救急器材） 

  

 
 （復旧機材） 

   

 （その他） 

    

【参考例】 

・施設内の書棚やロッカー等の転倒防止対策として、柱・壁などに固定する。

（柱・壁等に固定をしないで、書棚等を連結固定することは危険であるか

ら行わない） 
  ・照明器具、機器類の振動防止、落下防止対策を実施する。 
  ・観音開き扉は、地震等により開かないように措置する。 
  ・抽出式のロッカー・キャビネットは、不要時はロックしておく。 
  ・電話線等のコード類は、床面・通路に露出させない。 
  ・ガラスには飛散防止フィルムを貼付する。 
  ・事務室は整理整頓に努め、不要な物品を置かない。 
  ・火気使用設備等の本体や燃料容器の転倒防止策を講じる。 
  ・火気使用設備等の周辺は不燃材料にするとともに、可燃物を置かない。 
  ・危険物施設等の点検と安全措置を定期的に実施する。 
  ・建物の耐震チェックや、消防用設備等の点検を実施する。 
 

  【持ち出し品】 

＜記載例＞ 

救護用入居者等一覧、ケース記録、診療録、緊急時連絡・引き渡しカー

ド、多機能ラジオライト、手動式ライト、サバイバルブランケット、紙お

むつ、ウェットティッシュ、ナプキン、災害用トイレ（給水凝固剤）、万能

はさみ、救急箱、常備薬、非常食 
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４ 避難計画 

（１） 避難場所 

ア 災害の種類：(例)地震 

  避難場所： 

  所要時間：  分 

  距離：  ㎞ 

イ 災害の種類：(例)津波 

  避難場所： 

  所要時間：  分 

  距離：  ㎞ 

ウ 災害の種類：(例)火災 

  避難場所： 

  所要時間：  分 

  距離：  ㎞ 

 
 

（２） 避難経路 

ア 防災マップ 
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イ 施設内の避難経路 

避難経路（施設内）（参考様式８） 

２階

１階

消 消火器 避難経路

 
（３） 避難方法 

※利用者の状態ごとに避難するための方法記載してください。 
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５ 防災訓練等の実施 

（１） 防災訓練 

   ＜記載例＞ 

ア 避難訓練の実施回数：年  回 

   うち夜間を想定した避難訓練の実施回数：年  回 

イ 避難訓練の参加者：常勤職員(夜間従事者含む)、非常勤職員(夜間従事者含

む)、 利用者 

ウ 想定する災害の種類：火災、地震及び津波 

エ 避難場所 火災発生時 ○○公園 

       地震発生時 ○○○市民会館 

       津波発生時 ○○丘公園 

オ 避難場所までの避難目標時間 

火災の場合：避難場所までの避難目標時間１６分 

※算定方法も明記してください。 

      【目標時間設定の算定方法】 

グループホームにおいて、建物内の居室等内装が壁・天井を不燃材により仕

上げており、建物において防火壁・防火戸を施している。利用者の布団や布

張りのソファについて防炎性能を有する物を使用し、特定施設水道連結型ス

プリンクラー設備を設置しており、床面積が 330 ㎡で、天井の高さが 2.5m

ある。避難場所への移動時間は徒歩３分である場合（避難目標時間の設定は

10 ページを参照） 

→○「火災室の状況」(基準時間） 

・ 「内装制限の状況」は「不燃材料」に該当……５分 

・  「寝具・布張り家具の防炎性能の確保」に該当……１分の加算 

・  「特定施設水道連結型スプリンクラー設備等の設置」に該当……２分

の加算 

・  合計……８分 

○「建物全体の状況」(延長時間） 

・ 「火災室からの区画形成」は「防火区画」に該当……３分 

・ 「床面積330㎡×(2.5 m－1.8m)」の算式から「231㎥≧200㎥」となる

……１分の加算 

・ 「特定施設水道連結型スプリンクラー設備等の設置」に該当……１分

の加算 

・ 合計……５分 

○ 「避難場所までの避難目標時間の合計」……１６分（「火災室の状況」

(基準時間）８分＋「建物全体の状況」(延長時間）５分＋避難場所への

移動時間３分） 
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地震の場合：避難目標時間１５分  ※算定方法も明記してください。 

      【目標時間設定の算定方法】 

・ 建物外への避難５分（肢体不自由者である利用者を実際に計測） 

・ ○○市民会館への移動時間１０分 

カ 避難訓練の内容 

【記載例】 

(ア) 避難目標時間内に迅速に避難できるかどうかの検証を行う。 

(イ) 防災マップ及び事業所・施設内の避難経路のとおりに迅速に避難できる

かどうかの検証を行う。 

(ウ) 災害時における役割分担表のとおりに迅速な対応ができるかどうかの検

証を行う。 

(エ) 職員の少ない時間帯での対応を想定した訓練を実施し、迅速に避難でき

るかどうかの検証を行う。 

(オ) 消火器を使用した初期消火の訓練を行う。 

(カ) 近隣住民が参加する避難訓練を実施する。 

※ あくまでも記載例ですので、各事業所・施設の状況に応じて内容を検討してください。 

 
 

（２） 防災教育の実施 

   ＜記載例＞ 

職員に対して、防災に関する意識向上及び災害時における技術向上を図るため、

次の防災教育に取り組んでいくこととする。 

ア 防災に関する研修会等への参加 

 ○○○消防署が定期的に開催する○○防災研修に、従業員の中で未受講であ

る者を随時受けさせる。 

イ 事業所・施設内での研修の実施（年１回） 

 毎年○月に事業所内で実施する防災・人命救急訓練研修には、正社員とパー

トの全員を受講させる。 

ウ ＡＥＤを含む心肺蘇生法等の応急手当に関する研修への参加 

 ○○○消防署が開催するＡＥＤ講習会に、従業員の中で未受講である者を随

時受けさせる。 
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